
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「建替えの方が安上がり」の市の説明は です 

「建替え」が安く見えるライフサイクルコストの積算は問題 

市が提出してきたコストの積算比較    

      （億円） 耐震改修（案） 設備のみ改修（案） 現地建替（案） 別地建替（案） 
整備費 272.1 185.2 408.6 339.8 
仮庁舎費 10.4 10.4 0 0 
現庁舎解体費 （38.7） （38.7） （整備費に含む） （整備費に含む） 
整備費後の長寿命化経費 78.4 79.1 419.5 419.5 
ランニングコスト 114.6 114.6 432.2 432.2 

（小計） 514.2 428 1260.3 1191.5 
補助金・交付税措置 -70.2 -32.2 -87.2 -107.9 

市の負担額 444 395.8 1173.1 1083.6 
延床面積・試算年数 40,000㎡、32年 40,000 ㎡、32 年 53,500㎡、79年 53,500㎡、76年 

単位面積当たりの年間負担額 3.47 3.09 2.78 2.67 
＊市議団の試算（下段）         
1年間に必要な額 （13.88） （12.36） 14.87 14.28 
現庁舎解体費除く 12.66 11.6     

 

 市の積算は、左記のよう
に、「建替え」がコスト面で
有利と思えるものになって
います。しかし、一つ一つの
数字も精査の必要があり、長
寿命化による長期見通しの
比較も必要です。長期スパン
では、改修の方がコスト削減
となることは明らかです。 

なぜ「単位面積」で比較？ 

 市の示す「単位面積」比較ではな

く、年間必要額で比較すべき。建替

えの方が年間３億円以上高くなる。 

しかも、別地建替の場合は、「土地代」

約 100 億円が見込まれ、必要額は年

間 15.6 億円とさらにアップします。 
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9 月 26 日の「庁舎整備特別委員会」に、熊本市役所の建替えや改修にかかる「コスト」の説明がありました 

市議会・各会派からも、「慎重審議を求める」意見が 

前回・前々回と参考人の意見
聴取では、耐震性能について建
築構造の専門家の意見も分か
れており、委員会における各会
派の意見は「慎重な対応をすべ
き」というものでした。議会の
みならず、市民の理解も得られ
ておらず、拙速にはすすめるこ
とのできない問題です。 

改修案から「現庁舎解体費」を除けば、 

「改修案」の方がずっと安い 

 「現庁舎解体費」を改修案のコスト

に入れるべきではありません。建替案

同様に新築費用に含めるべき。そうす

れば、改修案がずっと安くなります。 

市の積算は、精査の必要があります。 
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９月２５日の予算決算委員

会で、凍結されていた市電延

伸の調査設計経費６１００万

円を解除することが賛成多数

で決定されました。 

日本共産党市議団として

は、最終日の討論において、

１００億円から１３０億円の

大型事業であり、市民サービ

スや福祉サービスにどのよう

な影響があるのか、路線バス

としての実用性や環境への賦

課も少ないと評価されたＥＶ

バスは市電に代わることがで

きないのか、費用対効果など

電気を動力としたバスで、

今年実証実験が行われ、実用

性も評価され、環境に対する

市議会厚生委員会には、

「補聴器の購入に対して公

的な補助を求める陳情書」が

提出されました。 

高齢化に伴い、耳が聞こえ

なくなり、仕事や日常生活に

支障をきたす難聴者が増え

ています。 

現在、国の補聴器購入への

助成は障がい者手帳を持つ

高度・重症難聴者が対象とな

っていますが、中度の難聴者

の補聴器購入には助成制度

桜町再開発への４５０億円

（市債の利子分含む）の税金

投入、熊本城見学通路、今後

の市庁舎建替え問題（最大４

００億円）、ＮＨＫ跡地やＪＴ

跡地の買収など、ここ数年で

莫大な税金が各事業に投入さ

れています。 

こうした中で、国保料や介

護保険料の値上げ、施設利用

料や使用料の値上げなど市民

サービスの削減が続いていま

まだまだ検証を進める必要が

あるとして、凍結解除につい

ては反対の立場を取りまし

た。 

 

負荷も少

ないとの

結果がで

ました。 

す。 

市電延伸については強く

望まれている方もいらっし

ゃいます。しかし、福祉や子

育てや教育などの充実に向

けた財源をどう確保してい

くのか、こうした議論も必要

です。 

公共交通の充実は重要な

課題ですので、引き続き議論

をしていきたいと思います。 

がありません。 

難聴により、日常生活

が送れず、社会参加の機

会が奪われる、人と会う

機会を減らすなど、認知

症やうつ病の悪化を招く

危険があります。 

なすまどか議員は「国

に対して制度創設を求め

ると同時に、市独自の助

成を行うべき」と求めま

した。 
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